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第44期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

半 期 報 告 書 
 





第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれて�2)呶/鞍�ﾐｼh,鞍�8轌Uy���h平成16年,ﾘ,ﾘ中間(当期)純利益

―





第２ 【事業の状況】 など、市場・用途が今後拡大していくものと考えられております。こうした中、これらに搭載される半導体・FPD(フラット・パネル・ディスプレイ)関連デバイスは、活況でした。 

 このような状況のもと、当中間連結会計期間の連結売上高は3,905億６千２百万円(前中間連結会計期

間比17.2％増)となりました。地域別の売上高をみますと、主力の半導体製造装置の売上高が日本・韓





(2) キャッシュ・フローの状況 
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５ 【研究開発活動】 

当グループの研究開発活動は、主として産業用電子機器事業に係わるものであり、半導体製造装置及び

ＦＰＤ製造装置に関し、基礎技術開発、プロセス開発及び個別の装置開発を行っております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 
平成19年 
３月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

  
平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとお
りであります。 

  

 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２ 当社は、当社と個別の対象者との間で締結する新株予約権割当契約において、年間(１月１日から12月31日ま

での期間をいいます。)における行使可能な新株予約権の個数の上限又は新株予約権の行使によって発行され

る株式の発行価額の合計額の上限(以下、新株予約権の個数の上限を「新株予約権行使の上限」といい、発行



   
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２ 当社は、当社と個別の対象者との間で締結する新株予約権割当契約において、年間(１月１日から12月31日ま

での期間をいいます。)における行使可能な新株予



   
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２ 当社は、当社と個別の対象者との間で締結する新株予約権割当契約において、年間(１月１日から12月31日ま

での期間をいいます。)における行使可能な新株予約権の個数の上限及び新株予約権の行使によって発行され



 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２a対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役、執行役員

又は従業員等の地位にあることを要します。 

３ 上記２にかかわらず、対象者が死亡した場合は、その死亡日が平成20年７月31日以前のときには平成20年８

月１日より１年以内、その死亡日が平成20年８月１日以降のときには対象者の死亡の日より１年以内(ただ

し、権利行使期間の末日までとします。)に限り、相続人は新株予約権を権利行使することができます。 







② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により







第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
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前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― (自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準等の一部改正)

 当中間連結会計期間から、改正後

の「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日 

企業会計基準第１号)及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 最終改正平成18年８月11日 企

業会計基準適用指針第２号)を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

―――――

――――― 

a

(ストック・オプション等に関する会

計基準等) 

 当中間連結会計期間から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準第８号)及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 最終改正平成18年５月31日 

企業会計基準適用指針第11号)を適用

しております。 

 これにより、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益はそれ

ぞれ40百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

――――― 

a

――――― (役員賞与に関する会計基準)

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号)を適用しております。 

a これにより、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益はそれ

ぞれ334百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

―――――
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(有価証券関係) 

有価証券 

  

１ 時価のある有価証券 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末につきましてはと拷わの

  

  

  

区分

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

 
取得原価
 
(百万円)

中間連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円)

差額 
 
(百万円)

取得原価
 
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額 
 
(百万円)

 
取得原価 
 
(百万円)

連結 
貸借対照
表計上額 
(百万円)

差額 
 
(百万円)

① 株式 5,393 11,229 5,836 5,348 12,139 6,790 5,348 13,940 8,591

② その他 113 116 3 113 118 5 113 119 5

合計 5,507 11,346 5,839 5,461 12,257 6,796 5,461 14,059 8,597



(デリバティブ取引関係) 
  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

 前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については、



(ストック・オプション等関係) 

 当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 P$ﾌ売髞脚ﾉﾑｈ萍戓理髞の井(歯�V髞�ｳH袈P�２�a死亡日が平成21年６月30日以前のときは平成21年７月

１日より１年以内、その死亡日が平成21年７月１日以降のときには対象者の死亡の日より１年以内(ただし、

権利行使期間の末日までとします。)に限り、相続人は新株予約権を権利行使することができます。 

３a上記１にかかわらず、当社は、新株予約権割当契約において、対象者が以下のいずれかの事由により、当

社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員等の地位を喪失した場合(同時に又

は連続して複数の地位にあるときには、すべての地位を喪失した場合。以下同じ。)には、その喪失日が平成

21年６月30日以前のときには平成21年７月１日より１年以内、その喪失日が平成21年７月１日以降のときに

は当該地位の喪失日より１年以内(ただし、権利行使期間の末日までとします。)に限り、対象者は権利行使

することができる旨定めることができます。 

  ア）当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は執行役員 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 







(企業結合等関係) 

当中間連結会計期間につきましては、重要な企業結合等はないため、該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注)a†
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 







③ 【

利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計特別償却 

準備金
別途積立金

繰越利益 
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前中間会計期間
(自 平�





 
  

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

a 至 平成17年９月30日)

(自 平成87年４月１日 

a

綜幕ﾆ7箔xﾔ 

(自 平成17年４月１日 

a
――――― (詞ﾈ株(視yび準備金の額の減少





(中間損益計算書関係) 

  



(中間株主資本等変動計算書関係) 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

(企業結合等関係) 

  該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成18年11月14日開催の取締役会において中間配当実施について次のとおり決議しました。 

 

(注) 平成1u��





該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。  

  







独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成17年12月９日

東京エレクトロン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成18年12月８日

東京エレクトロン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  




